
 

立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、立山町補助金等交付規則（令和７年立山町規則第17号。

以下「規則」という。）第23条の規定に基づき、立山町自治公民館省エネ改

修支援事業費補助金の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 自治公民館 町内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形

成された団体（以下「町内会等」という。）が運営する集会施設。ただし、

木造住宅に準ずる構造に限る。 

(2) 省エネ基準 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27

年法律第53号。以下「建築物省エネ法」という。）第２条第１項第３号に

規定する建築物エネルギー消費性能基準をいう。 

(3) 省エネ型機器 エネルギーの使用の合理化に関する機器等として次条

に規定するものをいう。 

(4) 設備の効率化に係る工事 自治公民館の暖房設備、冷房設備及び照明設

備の高効率化に資する工事をいう。 

（補助金の交付） 

第３条 町長は、建築物の省エネ対策を促進し、エネルギー費用の軽減及び二

酸化炭素の排出を抑制するため、町内会等が行う自治公民館の改修工事のう

ち、別表に定める開口部の断熱化に係る工事及び設備の効率化に係る工事（以

下これらを「補助事業」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を

交付するものとする。 

２ 前項の補助事業に対する補助金の交付は、１施設あたり１回を限度とする。 

３ 補助金の交付対象となる工事で設置する省エネ型機器（以下「補助対象機

器」という。）は、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 未使用品であること。 

(2) 既設の機器等を省エネ型機器に交換する場合は、既設の機器等が省エネ

型機器でないこと。 



 

 (補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象機器の購入、改修工事及び既設の機器等の廃棄に要する経費とする。

ただし、町長が補助対象経費として適当でないと認める費用については、対

象外とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に３分の１を乗じて得た額（その額に

1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。)とし、

開口部の断熱化に係る工事については１施設あたり40万円、設備の効率化に

係る工事については１施設あたり25万円を限度とする。ただし、立山町自治

公民館省エネ改修支援事業（令和５年立山町告示第20号）において、同様の

内容で補助金の交付を受けている場合は、その交付の額を控除した額を限度

とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規

則第４条の規定により、補助事業実施前に、立山町自治公民館省エネ改修支

援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類等を添えて、町

長に申請しなければならない。 

 (1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 見積書の写し（工事の内容、補助対象機器、設備、仕様等が確認できる

もの） 

(4) 補助対象機器や設備のカタログ（仕様、環境性能等が確認できるもの） 

(5) 平面図（工事箇所がわかるもの） 

(6) その他町長が必要と認める書類 

２ 申請期間は、この告示の公表の日から令和９年２月５日までとする。 

（交付条件） 

第７条 規則第７条の規定により補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲

げるとおりとする。 

(1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をする場合は、

町長の承認を受けること。ただし、第17条に規定する軽微な変更について



 

は、この限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、町長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場

合は、速やかに町長に報告し、その指示を受けること。 

(4) 補助金の交付の対象となった工事で設置した機器、設備の全部又は一部

を町長の承認を受けないで処分（補助金の交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け若しくは担保に供し、取り壊し、又は廃棄するこ

とをいう。）してはならないこと。 

（補助金の交付） 

第８条 町長は、第６条の規定による申請があったときは、規則第８条の規定

により、当該申請に係る書類の審査を行い補助金の交付の可否及び交付額を

決定し、立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金交付決定通知書（様

式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（交付決定の変更申請） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定通知を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、規則第10条第１項の規定により、補助金の交付決定後

において、補助金交付申請額等の変更が生じた場合は、速やかに立山町自治

公民館省エネ改修支援事業費補助金交付変更申請書（様式第３号）に次に掲

げる書類等を添えて、町長に申請しなければならない。 

(1) 第６条各号に規定する書類等のうち変更となる書類等（変更内容が確認

できるもの） 

(2) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の変更交付） 

第10条 町長は、前条の規定による変更申請があったときは、規則第10条第２

項の規定により、当該変更申請に係る書類の審査を行い、変更を承認したと

きは、同条第３項の規定により、立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補

助金交付変更決定通知書（様式第４号）により補助金の交付変更を申請者に

通知するものとする。 

（実績報告書） 

第11条 交付決定者は、当該補助事業が完了したときは、規則第14条第１項の

規定により、事業完了の日（補助対象機器の購入日又は施工業者から引渡し



 

を受けた日）の翌日から起算して１月を経過する日又は令和９年２月26日の

いずれか早い日までに、立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金実績

報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければな

らない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 補助事業の請求書及び領収書の写し（支払いがわかるもの） 

(4) 購入・設置した機器及び設備の写真 

(5) 保証書の写し（年月日、購入者欄、販売店舗、型式等が分かるもの） 

(6) 精算後の工事内訳明細書の写し（補助対象経費と補助対象外経費の区別

が可能なもので、補助対象機器の型番及び数量が分かるもの）又は出荷証

明書の写し（仕様（製品型番号等）、厚み、寸法等が分かる書類） 

(7) 平面図（工事箇所がわかるもの） 

(8) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第12条 町長は、前条の規定による報告があったときは、規則第15条第１項の

規定により、当該実績報告の審査等を行い、当該補助事業に交付する補助金

の額を確定し、立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金額確定通知書

（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第13条 交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、立山町自治公

民館省エネ改修支援事業費補助金請求書（様式第７号）を町長に提出するも

のとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに当該補助金を交

付するものとする。 

（決定の取消し） 

第14条 町長は、規則第17条第１項の規定により、同項各号のいずれかに該当

すると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

（交付決定の取消し通知） 

第15条 町長は、前条の規定により交付決定を取り消すときは、規則第17条第



 

２項の規定により、立山町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金交付決定

取消し通知書（様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第16条 町長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合にお

いて、既に補助金が交付されているときは、規則第19条の規定により、立山

町自治公民館省エネ改修支援事業費補助金返還請求書（様式第９号）により、

期限を定めて、その全部又は一部の返還を求めるものとする。 

（軽微な変更） 

第17条 第７条第１号ただし書きの規定による軽微な変更は、次に掲げる変更

以外の変更とする。 

(1) 事業主体を変更すること。 

(2) 補助対象経費の20パーセント以上の変更をすること。 

(3) 工事内容を変更すること。 

（その他） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、この告示

の失効前にこの告示の規定に基づき、交付の決定がなされた補助事業につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

別表（第３条関係） 

A 開口部の断熱化に係る工事 

工事箇所 補助対象工事 要  件 



 

窓 内窓設置※１ 

 

環境省「先進的窓リノベ2026事業」において、

内窓設置工事として登録及び公表されている

もの 

※１ 内窓設置とは、既存窓の内側に、新たに窓を新設するもの 

B 設備の効率化に係る工事 

 設備種別 要  件 

 

 

 

 

 

 

家

庭

用 

LED灯具※１ 照明器具 省エネ基準達成率（目標年度2020）が100％以

上であること 

電球 省エネ基準達成率（目標年度2027）が100％以

上であること 

エアコン 統一省エネラベルの多段階評価点が3.0以上又

は、2.0以上かつ3.0未満かつ省エネ基準達成率

（目標年度2027）が100%以上であること 

エコキュート 日本産業規格JIS C 9220に基づく年間給湯保温

効率又は年間給湯効率が3.0以上であること。

ただし、タンク容量550L以上のものは2.8以上、

寒冷地仕様のものは2.7以上であること。かつ

省エネ基準達成率（目標年度2025）100％以上

であること。 

エコジョーズ 

エコフィール 

熱効率が94％以上かつ省エネ基準達成率（目標

年度2025）が100％以上であること 

ハイブリッド給湯器 ヒートポンプ及びエコジョーズを組み合わせ

たもの 

業

務

用 

高効率空調 

業務用給湯器 

資源エネルギー庁が実施する令和７度補正予

算「省エネルギー投資促進支援事業費補助金」

において、ユーティリティ設備として登録及び

公表されている設備 

※１ 電球のみの交換は補助対象外とする。 


